
令和 8 年 3 月

令和 8 年度 令和 17 年度

１．事業概要
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一 般 使 用
（ 60 日 以 下 ）

専 用 使 用

1級

2級
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28円60銭/㎡日

上
屋 506円/㎡月

429円/㎡月 421円20銭/㎡月

34円10銭/㎡日 33円48銭/㎡日

324円/㎡月

24円7銭/㎡月

23円10銭/㎡日

民 間 活 用 の 状 況

  他の使用料区分及び詳細については「名古屋港管理組合港湾施設条例」をご参照ください。

（１）事　業　形　態

法適(全部適用・一部適用)
法適（一部適用） 事 業 開 始 年 月 日 昭和39年4月1日

非 適 の 区 分

（２）使　用　料　体　系

職 員 数 82 人
港 湾 区 分

（ 重 要 港 湾 等 ）
国際拠点港湾

事 業 名 ： 港湾整備事業

策 定 日 ：

27円30銭/㎡日

330円/㎡月

 9円11銭/㎡日  8円95銭/㎡日

計 画 期 間 ： ～

団 体 名 ： 名古屋港管理組合

主な使用料区分 (R1年改正) (H26年改正) (a/b)% (H9年改正) (b/c)%

施 設 区 分 現行（a） 前回(b) 改定率 前々回(c) 改定率

　 本会計は、名古屋港の港勢の発展を図り、公共の福祉の増進に寄与するために昭和39年度から地方公営企業法
の財務規定等を適用し、現在は、上屋、貯木場、荷役機械及び埠頭用地を提供する事業を行っています。現在は、
上屋27棟、貯木場8か所、荷役機械5基、埠頭用地2,401,897㎡を提供しています。

荷役機械を含むコンテナターミナルを港湾法に基づき、港湾運営会社（名古屋四日市国際
港湾株式会社）に貸し付けています。
また、令和７年４月より在来埠頭関連の港湾施設の管理運営業務の指定管理者制度を導
入しています。

 8円71銭/㎡日

143円34銭/㎡月 139円36銭/㎡月

101.85%

101.85%

101.85%

101.85%

101.85%

101.85%

101.85%

101.85%

22円5銭/㎡日

496円80銭/㎡月 483円/㎡月

28円8銭/㎡日

101.80%

22円68銭/㎡日

315円/㎡月

32円55銭/㎡日

409円50銭/㎡月

 8円1銭/㎡日  7円87銭/㎡日  7円66銭/㎡日

貯
木
場

水   面
貯木場

1円70銭/㎡日 1円67銭/㎡日 1円63銭/㎡日

22円99銭/㎡月

陸上貯木場 93円63銭/㎡月 91円93銭/㎡月 89円38銭/㎡月

製材品置場 145円99銭/㎡月

101.82%

10円21銭/㎡日 10円3銭/㎡日 9円76銭/㎡日
埠
頭
用
地

荷   さ
ばき地

11円31銭/㎡日 11円11銭/㎡日

23円64銭/㎡月

10円81銭/㎡日

102.74%

名古屋港管理組合施設運営事業中長期経営計画

一般
使用

専用
使用

101.80%

101.79%

101.79%

101.78%

102.86%

102.86%

102.86%

102.86%

102.86%

102.86%

102.45%

102.83%

102.85%

102.86%

102.78%

102.77%

102.76%
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２．将来の事業環境

248,232ﾄﾝ 191,850ﾄﾝ 217,371ﾄﾝ

埠頭用地 2,345,496ﾄﾝ 2,516,506ﾄﾝ 2,314,641ﾄﾝ

（３）現在の経営状況

令 和 4 年 度 令 和 5 年 度 令 和 6 年 度

年   間
取   扱
貨物量

上屋 853,048ﾄﾝ 776,138ﾄﾝ 1,337,264ﾄﾝ

貯木場

荷役機械 6,838,067ﾄﾝ 6,674,198ﾄﾝ 6,229,574ﾄﾝ

埠頭用地 2,575,225,455円 2,609,893,173円 2,618,711,450円

年   間
使用料
収入額

（税込み）

上屋 891,126,969円 900,150,483円 910,269,648円

荷役機械

貯木場 343,822,385円 329,813,255円331,560,966円

企業債残高対料金収入比率 170.83％ 170.73％ 195.14％

  本会計は、経常収支比率と経費回収率が、ともに100％を超えており、健全な経営状況にあります。
一方、施設の老朽化については、有形固定資産減価償却率が約70％となり、法定耐用年数を超えて使用する資産
が多くなっています。
また、金城ふ頭や飛島ふ頭で着手した埠頭用地事業に係る企業債の借入れが始まったことにより、企業債残高対料
金収入比率が増加しています。
今後については、施設の使用状況を勘案し、使用頻度の低い施設の利用転換を図るなど、より一層の経営の効率
化に努めながら、有効な施設整備及び適切な管理運営を行う必要があります。

（１）取扱貨物量等の見通し

  下表は過去3年の取扱貨物量の推移を表したものです。
  各施設とも安定した取扱貨物量実績を保っています。
  今後の取扱貨物量の見通しについては、不安定な国際情勢の影響が懸念されるものの、安定的に推移するものと
予測しています。

他 会 計 補 助 金 比 率 ― ― ―

有形固定資産減価償却率 71.22％ 67.86％ 66.38％

経 常 収 支 比 率 159.70％ 153.11％ 140.70％

経 費 回 収 率 136.11％

132,000,000円 132,000,000円 132,000,000円

154.16％ 148.03％
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   下表は、計画期間の営業収益の推移を表したものです。
   今後の収益の見通しについては、不安定な国際情勢の影響が懸念されるものの、利用転換や新たに整備する施
設からの収益も見込まれ、安定的に推移するものと予測しています。

  上屋事業は、建築物の地震対策スケジュールに基づく耐震改修工事や、インフラ長寿命化計画に基づく外壁や屋
根等の老朽化対策工事に取り組みます。
荷役機械事業は、現在5基の荷役機械を港湾運営会社に貸し付けていますが、同社の進める荷役機械の更新に合
わせ、施設の廃止及び撤去を行います。
埠頭用地事業は、港湾計画に基づき、平成30年度から飛島ふ頭南用地造成事業、令和元年度から金城ふ頭用地造
成事業に着手しており、港湾物流用地の拡充を推進しています。
 このほかにも、法定耐用年数を超えた施設への対応が課題となっており、インフラ長寿命化計画に基づく老朽化対
策に取り組むとともに、施設の利用転換を図るなど、継続的に適切な施設提供を行います。

　港湾行政を担う本組合の各会計は、各々が密接な組織を形成し一体的な港湾運営を行っており、令和8年1月1日
現在の本組合職員数は501人で、このうち上屋、貯木場、荷役機械及び埠頭用地の各事業に係る本会計の職員数
は52人となっています。
　本会計の職員数は、平成27年度のコンテナターミナル貸付け等の効率化施策により減少したものの、平成29年度
の埠頭用地事業の移行や、令和4年度の一般会計委託工事における受委託関係解消に伴う直接支弁化により増加
に転じましたが、令和7年度からは、港湾効率化を目的とした在来埠頭関連への指定管理者制度導入に伴い、再び
減少に転じています。
　本組合は、令和5年度から第6次行財政改革計画を策定し、今後も継続して組織・定員の適正な管理や人材の確
保・育成・活用の推進、業務の集約化・効率化に努め、組織力の向上を図っていきます。　'

（３）施設の見通し

（４）組織の見通し

（２）収益の見通し

営業収益 （税抜き　単位：千円）

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

上屋 818,263 818,277 794,795 794,795 794,795 738,303 738,303 738,303 682,546 671,608

貯木場 290,095 290,098 290,098 290,098 290,098 290,098 290,098 290,098 290,098 290,098

荷役機械 119,999 120,001 120,001 120,001 48,001 48,001 48,001 48,001 48,001 0

埠頭用地 2,304,201 2,290,253 2,290,253 2,371,355 2,371,355 2,371,355 2,371,355 2,371,355 2,328,362 2,328,362

計 3,532,558 3,518,629 3,495,147 3,576,249 3,504,249 3,447,757 3,447,757 3,447,757 3,349,007 3,290,068

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

(千円) 営業収益の推移

上屋 貯木場 荷役機械 埠頭用地
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

  ③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民 間 活 用

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組みや今後検討予定の取組みの概要

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

  ②　収支計画のうち財源についての説明

使 用 料 消費税法が改正される場合には、使用料の改定を検討します。

   名古屋港における上屋、貯木場、荷役機械及び埠頭用地を提供する事業を行い、常に経済性を発揮するととも
に、名古屋港の港勢の発展を図り、もって公共の福祉の増進に寄与するように運営を行います。

≪上屋≫
　建築物の地震対策スケジュールに基づく耐震改修工事や、インフラ長寿命化計画に基づく外壁や屋根等の老朽化
対策工事を行います。
　上屋の耐震改修工事については、可能な限り上屋の利用に影響が出ないよう利用者と調整を図り、計画的に実施
します。
≪貯木場≫
　インフラ長寿命化計画に基づき、貯木場施設の老朽化対策工事を行います。
≪埠頭用地≫
　完成自動車の取扱機能強化のため、金城ふ頭の1・2突間を埋め立て、保管施設用地を確保する金城ふ頭用地造
成事業を実施します。
　コンテナの取扱機能強化のため、飛島ふ頭南コンテナターミナルの荷さばき地を拡充する飛島ふ頭南用地造成事
業を実施します。
　なお、舗装等の上物施設の整備については、港湾運営会社において実施します。
　その他、インフラ長寿命化計画に基づく護岸や舗装等の老朽化対策工事や、施設の利用転換等を行います。

   使用料収入は、不安定な国際情勢の影響が懸念されるものの、利用転換や新たに整備する施設からの収益も見
込まれ、安定的に推移するものとしています。企業債は、金城ふ頭用地造成事業及び飛島ふ頭南用地造成事業の
整備スケジュールに合わせ、借入れを行う'ものとしています。

   荷役機械は、港湾運営会社に貸付けを行っており、同社の進める荷役機械の更新に合わせ、施設の撤去費及び
除却費を計上しています。維持補修費は、インフラ長寿命化計画に基づき、各事業に必要額を計上しています。

より一層の国際競争力強化への取組みについて、今後も港湾運営会社と連携していきま
す。

本計画は、毎年度進捗管理を行い、5年を基本として更新します。なお、経済情勢の変動な
どにより計画と大きな乖離がみられる場合は、見直しを検討します。

（１）投資・財政計画（収支計画）　：　 別紙のとおり

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

  ①　収支計画のうち投資についての説明
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      （法適用企業・収益的収支）
投資・財政計画(収支計画)

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本　年　度

区　　　　　　分 （ 決　算 ）
決　 算
見　 込

令和8年度
予　　　 算

１． (A) 3,765,180 3,774,291 3,633,639 3,619,712 3,596,230 3,677,332 3,605,332 3,548,840 3,548,840 3,548,840 3,450,090 3,391,151
(1) 3,663,842 3,673,303 3,532,558 3,518,629 3,495,147 3,576,249 3,504,249 3,447,757 3,447,757 3,447,757 3,349,007 3,290,068
(2) (B)
(3) 101,338 100,988 101,081 101,083 101,083 101,083 101,083 101,083 101,083 101,083 101,083 101,083

２． 126,773 122,768 123,352 111,748 115,333 113,776 119,587 120,371 125,389 132,272 130,201 129,871
(1)

(2) 115,080 108,866 88,448 76,847 72,894 64,089 60,045 60,045 60,028 59,915 59,562 59,562
(3) 11,693 13,902 34,904 34,901 42,439 49,687 59,542 60,326 65,361 72,357 70,639 70,309

(C) 3,891,953 3,897,059 3,756,991 3,731,460 3,711,563 3,791,108 3,724,919 3,669,211 3,674,229 3,681,112 3,580,291 3,521,022
１． 2,738,507 3,007,639 3,654,097 3,179,836 2,818,082 2,938,732 2,874,786 2,897,493 2,949,116 2,984,077 2,912,323 2,952,915
(1) 651,468 437,292 435,573 435,518 435,518 435,518 435,518 435,518 435,518 435,518 435,518 435,518

370,472 221,783 232,436 232,381 232,381 232,381 232,381 232,381 232,381 232,381 232,381 232,381

280,996 215,509 203,137 203,137 203,137 203,137 203,137 203,137 203,137 203,137 203,137 203,137
(2) 1,559,094 2,000,624 2,669,734 2,198,310 1,803,764 1,803,764 1,771,026 1,771,026 1,771,012 1,771,012 1,730,103 1,730,103

56,634 70,157 67,495 67,495 67,495 67,495 67,495 67,495 67,495 67,495 67,495 67,495
293,999 234,906 206,030 390,910 269,091 269,091 269,091 269,091 269,091 269,091 228,182 228,182

1,208,461 1,695,561 2,396,209 1,739,905 1,467,178 1,467,178 1,434,440 1,434,440 1,434,426 1,434,426 1,434,426 1,434,426
(3) 527,945 569,723 548,790 546,008 578,800 699,450 668,242 690,949 742,586 777,547 746,702 787,294

２． 27,671 48,647 78,903 121,852 230,836 297,865 362,820 364,750 387,352 416,243 396,777 392,909
(1) 27,655 48,629 78,885 121,834 230,818 297,847 362,802 364,732 387,334 416,225 396,759 392,891

(2) 16 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18
(D) 2,766,178 3,056,286 3,733,000 3,301,688 3,048,918 3,236,597 3,237,606 3,262,243 3,336,468 3,400,320 3,309,100 3,345,824
(E) 1,125,775 840,773 23,991 429,772 662,645 554,511 487,313 406,968 337,761 280,792 271,191 175,198
(F) 241,296 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9
(G) 57,713 872,464 69,838 159,027 568,161
(H) △ 57,713 241,296 9 9 9 9 △ 872,455 △ 69,829 9 9 △ 159,018 △ 568,152

1,068,062 1,082,069 24,000 429,781 662,654 554,520 △ 385,142 337,139 337,770 280,801 112,173 △ 392,954
(I) 2,290,741 2,963,810 1,209,810 1,287,591 1,158,245 1,555,765 615,623 1,466,762 425,532 706,333 538,506 △ 23,448
(J) 6,579,360 6,188,152 4,337,168 4,316,984 5,077,418 5,601,418 5,329,230 5,271,261 5,045,003 5,058,492 4,933,762 4,653,591

331,421 329,945 307,860
(K) 1,520,007 2,012,977 449,438 603,572 721,179 762,736 890,068 1,000,113 1,146,643 1,181,916 1,267,625 1,392,426

413,675 416,025 387,405 541,539 659,146 700,703 828,035 938,080 1,084,610 1,119,883 1,205,592 1,330,393

1,034,711 1,526,264 1,194,894
( I )

(A)-(B)

(L) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(M) 3,765,180 3,774,291 3,633,639 3,619,712 3,596,230 3,677,332 3,605,332 3,548,840 3,548,840 3,548,840 3,450,090 3,391,151

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(N) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(O) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(P) 3,750,342 3,765,180 3,774,291 3,633,639 3,619,712 3,596,230 3,677,332 3,605,332 3,548,840 3,548,840 3,548,840 3,450,090

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

― ― ― ― ―― ― ― ― ― ――

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 資 産
う ち 未 収 金

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用

令和15年度令和9年度 令和16年度 令和17年度令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費

支 払 利 息
う ち 資 本 費 平 準 化 債 分
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

動 力 費
修 繕 費
材 料 費



       （法適用企業・資本的収支）
投資・財政計画(収支計画)

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （　決　算　）
決　　算
見　　込

令和8年度
予　　　 算

１． 1,360,000 1,633,600 1,249,000 3,700,200 2,675,800 2,941,600 471,000 1,529,200 1,984,200 173,000 594,600 353,000

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９． 654,890 399,000 100,000 200,000 341,153 393,923 394,409 500,180 607,170 752,079 772,789 857,531

(A) 2,014,890 2,032,600 1,349,000 3,900,200 3,016,953 3,335,523 865,409 2,029,380 2,591,370 925,079 1,367,389 1,210,531

(B)

(C) 2,014,890 2,032,600 1,349,000 3,900,200 3,016,953 3,335,523 865,409 2,029,380 2,591,370 925,079 1,367,389 1,210,531

１． 1,472,055 2,063,780 1,791,975 2,980,175 1,133,675 914,575 576,475 936,175 970,475 915,075 1,052,975 813,975

53,014 59,075 58,362 58,362 58,362 58,362 58,362 58,362 58,362 58,362 58,362 58,362

２． 415,816 413,675 416,025 387,405 541,539 659,146 700,703 828,035 938,080 1,084,610 1,119,883 1,205,592

３．

４．

５． 1,530,000 1,839,885 0 1,844,100 1,859,400 2,517,300 333,000 1,452,600 2,024,100 0 379,800 0

(D) 3,417,871 4,317,340 2,208,000 5,211,680 3,534,614 4,091,021 1,610,178 3,216,810 3,932,655 1,999,685 2,552,658 2,019,567

(E) 1,402,981 2,284,740 859,000 1,311,480 517,661 755,498 744,769 1,187,430 1,341,285 1,074,606 1,185,269 809,036

１． 580,053 769,740 92,000 543,830 395,830 148,585 169,593 65,554 1,258,290 659,648 757,774 460,269

２． 769,000 1,428,000 715,000 387,000 24,000 529,000 528,000 1,042,000 0 337,000 337,000 280,000

３．

４． 53,928 87,000 52,000 380,650 97,831 77,913 47,176 79,876 82,995 77,958 90,495 68,767

(F) 1,402,981 2,284,740 859,000 1,311,480 517,661 755,498 744,769 1,187,430 1,341,285 1,074,606 1,185,269 809,036

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 7,347,214 8,567,139 9,400,114 12,712,909 14,847,170 17,129,624 16,899,921 17,601,086 18,647,206 17,735,596 17,210,313 16,357,721

○他会計繰入金

年　　　　　度

区　　　　　分

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和9年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

純 計 (A)-(B)

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他会計長期借入返還金

資

本

的

収

入

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和10年度 令和11年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和9年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

計

(A)のうち翌年度へ繰り越
される支出の財源充当額

資

本

的

支

出

令和16年度 令和17年度令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度

令和16年度 令和17年度


